
（電子提供措置の開始日 2025年６月２日）

第 87 期 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知
その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

会 計 監 査 人 の 状 況
業務の適正を確保するための体制
及 び そ の 運 用 状 況
連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

日東ベスト株式会社
上記の事項は、法令及び当社定款の規定に基づき、全ての株主様にご送付して

いる書面（第87期定時株主総会招集ご通知）には記載しておりません。
本株主総会におきましては、書面交付請求の有無に関わらず、全ての株主様に

電子提供措置事項から上記の事項を除いたものを記載した書面を、一律でお送り
しております。
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会計監査人の状況

１．会計監査人の名称
太陽有限責任監査法人

２．当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
区分 監査証明業務に基づく報酬(百万円) 非監査業務に基づく報酬(百万円)

当社 39 ―
連結子会社 ― ―

計 39 ―
（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監

査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額はこれらの合計額を記載
しております。

３．会計監査人と同一のネットワークに対する報酬の額（２．を除く）
区分 監査証明業務に基づく報酬(百万円) 非監査業務に基づく報酬(百万円)

当社 0 ―
連結子会社 1 1

（注） 連結子会社における非監査業務の内容は、税務アドバイザリー業務等であります。

４．会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料の入手や報告の聴取を通

じて、会計監査人の監査報酬の見積りの算出根拠及び当該事業年度における会計監査人の執務
の執行状況の妥当性や適正性を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第
399条第1項の同意を行っております。

５．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社は、当社都合の場合のほか、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の議案の内容とすることを監
査役会で審議し決定いたします。
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合には、監査役全員の合意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計

監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、2006年５月11日の取締役会において内部統
制システム構築の基本方針を決議し、これを適宜見直し、改善していくことで業務の適正性を
確保する体制を整備しております。
現在の体制及び2024年度における当該体制の運用状況概要は以下のとおりであります。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
＜体制＞
・役職員の職務の執行が、法令及び定款に適合しかつ社会的責任を果たすため、ガバナンス
の強化を図る。

・当社グループのコンプライアンスを統括する担当役員を任命し、企業行動規範の浸透や教
育・支援等を通じて、コンプライアンス遵守体制の充実を図る。

・当社グループの企業行動が、法的、社会的、道義的な責任に背くことがないよう、社外の
委員による企業倫理委員会の設置や内部通報・相談窓口の整備・運用を図る。

＜運用状況概要＞
・当社グループは、健全な経営を続けるため、ガバナンスを支える効果的なコンプライアン
ス遵守体制の維持・向上に努めております。

・コンプライアンス担当役員及び統括部門を設置し、社是の理念や企業行動規範の浸透、コ
ンプライアンス関連規程に基づく教育・支援等を通じて、コンプライアンスの遵守・徹底
に取り組んでおります。また、食品製造業における品質コンプライアンスでは、国際規格
に適合したマネジメントシステムの運用を強化しながら有効性重視の仕組みを構築してお
ります。

・社外有識者、弁護士、学識経験者等で構成する企業倫理委員会を開催し、社内外の内部通
報・相談窓口においては、通報・相談者等に対して不利益な取扱いを禁止する等を社内規
程に定め、実効性の確保に努めております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
＜体制＞
・取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、当社社内規程等に従い適切に保存及び
管理する。
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＜運用状況概要＞
・取締役の職務の執行に係る情報・文書は、法令及び社内関連規程に従って適切に保存及び
管理しております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
＜体制＞
・リスク管理を統括する担当役員を任命し、企業を取り巻くリスクを正しく認識しながら、
健全な経営を続け、持続的な成長を達成するためのリスク管理体制の強化を図る。

＜運用状況概要＞
・リスク管理担当役員及び統括部門を設置し、関連規程の整備・運用とともに、定期的に事
業等のリスクを認識し、監視して、リスクの変化を見極めながら有効な対策を講じる実効
性の確保とその向上に取り組んでおります。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
＜体制＞
・中期経営計画及び年次計画を策定し、会社として達成すべき目標とその方針・戦略を明確
にするとともに、各取締役の役割責任・業績目標の設定による効率的な業務執行体制の整
備・運用を図る。

・経営の監督機能に重心を置く取締役会を月１回定時に開催し、必要に応じて適時臨時に開
催する。

・業務執行の意思決定機関として経営会議を設置し、取締役会の監督のもとで機動的かつ効
率的な業務執行の推進を図る。

＜運用状況概要＞
・取締役及び執行役員の業務分掌を明確にし、中期経営計画及び年次計画に基づいて各業務
部門方針や実行計画を設定する等、業務を効率的に分担管理する体制を整備しておりま
す。

・2024年度は取締役会を計17回開催し、経営方針・計画等の決定や経営課題への対応等を
含めた重要な業務執行の審議・承認、取締役の職務執行の監督等を通じてガバナンス強化
に取り組んでおります。

・経営会議は、執行役員及び連結子会社代表者で構成され、2024年度は計23回開催し、さ
らには経営会議のもとに５つの分科会（販売、生産、開発、管理、予算）を置いて、より
効率的な業務執行推進体制の構築を図っております。
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５．会社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
＜体制＞
子会社の業務の適正を確保するための基本方針
当社企業行動規範に従い、グループ一体となった内部統制の維持・向上を図る。
① 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
当社役員が子会社役員を兼任のうえ、重要な事項は当社経営会議及び取締役会に報告
のうえ承認を受ける体制を整備・運用する。

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
子会社の経営環境等を把握し、当社が主体的に関与して諸規程の整備・運用を図り、
リスク管理体制の構築を進める。当社のリスク管理及び内部監査は、子会社に関わる
事項を含む。

③ 子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社役員が子会社役員を兼任のうえ、中期経営計画及び年次計画その他当社方針等の
徹底を図り、当社が主体的に関与して効率的な業務執行推進体制を整備・運用する。

④ 子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
当社企業行動規範の浸透や教育・支援等を通じて、コンプライアンス遵守体制の充実
を図る。

＜運用状況概要＞
・当社企業行動規範を子会社と共有し、関係会社管理規程を定めて、子会社の自主性を尊重
しつつ、グループ一体で内部統制の維持・向上に取り組んでおります。

・当社取締役が子会社役員を兼任し、子会社取締役会への出席等を通じて、業務執行の意思
や取締役の職務執行の監督等を行っております。また、子会社における重要な事項の決定
にあたっては、当社においても十分な協議・検討を行い、当社経営会議及び取締役会への
報告等を通じて適切なグループ運営に取り組んでおります。

・当社取締役会及びリスク管理部門を含む各業務主管部門が一体となって、子会社の経営環
境や経営状況等を把握し、必要に応じて子会社への指導等を行うことにより、子会社にお
ける業務の適正性や効率性の確保に努めております。また、当社内部監査室は子会社に対
する監査を実施しております。

・基本方針に基づき、当社企業行動規範の周知、コンプライアンス関連規程に基づく教育・
支援等を通じて、コンプライアンスの徹底に取り組んでおります。
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６．監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
＜体制＞
・監査役を補助すべき使用人を監査役会事務局に置き、必要な人員を配置する。
・監査役会事務局の使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関しては、取締役からの独立性及
び監査役からの指示の実効性の確保に留意し、監査役会の事前の同意を得て決定する。

＜運用状況概要＞
・現在、監査役から職務を補助すべき使用人を監査役会事務局として置くことを求められて
おりませんが、総務人事部及び経理部のスタッフが必要に応じて監査役会をサポートして
おります。監査役から使用人を置くことを求められた場合には、取締役からの独立性及び
監査の実効性の確保に留意し、必要な体制を整備いたします。

７．会社並びに子会社の役員及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への
報告に関する体制
＜体制＞
・監査役が重要会議への出席、決裁稟議の内容報告、部署・子会社等の調査を通じて、取締
役の職務の執行状況を逐次チェックする体制を整備・運用する。

・内部監査部門は、監査役会・常勤監査役に対して、監査計画及び監査結果の定期的な報告
を行うとともに、内部監査の実効性を確保するため、監査役会及び取締役会に直接報告を
行うデュアル・レポーティングの体制を整備・運用する。

・当社並びに子会社の役員及び使用人は、当社グループに重大な損失を与える事項が発生し
又は発生するおそれがある時、役職員による違法又は不正な行為を発見した時、その他監
査役会が報告すべきものと定めた事項が生じた時は、監査役に報告する。また、この報告
を行ったことを理由とした解雇、配転、差別等の不利益を与えることのない適切な対応を
行う。

＜運用状況概要＞
・監査役は、監査役会監査計画に従って、取締役会や経営会議等の重要会議への出席、決裁
稟議の報告の聴取、事業所等の往査等を実施しております。

・社長直轄の内部監査室は、監査役会・常勤監査役に、内部監査計画及びその結果を定期的
に報告しております。
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・内部監査室は、必要に応じて内部監査の結果その他の内部監査に関する事項を、社長を経
由せずに、取締役会及び監査役会・監査役に対して直接報告できる、いわゆるデュアル・
レポーティングの体制を社内規程に定め明確にしております。また、監査役に報告するた
めの体制、及び監査役への報告者が不利益な取り扱いを受けることがない体制についても
関連規程に定め明確にしております。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
＜体制＞
・取締役は、監査役による監査に協力し、監査に係る費用については監査の実効性を確保す
べく必要な予算を措置する。

・会計監査人が監査実施状況の報告等を定期的に行うとともに、代表取締役との定期・随時
の懇談を通じて情報共有の機会を確保する。

・三様監査（監査役監査、会計監査人監査、内部監査）の相互の連携の推進を図る。
＜運用状況概要＞
・取締役は、監査役監査に協力し、監査に係る費用については監査の実効性を確保すべく必
要な予算を措置しております。

・監査役は、会計監査人より会計監査の実施状況等の報告を定期的に受けております。ま
た、監査役及び会計監査人と代表取締役との面談は定期的に実施され、情報共有が図られ
ております。

・三様監査の連携に取り組み、必要に応じて情報の交換や協力による機会を設ける等、実効
性の確保に努めております。
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連結株主資本等変動計算書
（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） （単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,474,633 1,707,937 11,982,856 △4,416 15,161,010
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △145,174 △145,174
親会社株主に帰属
する当期純利益 384,736 384,736

当 期 変 動 額 合 計 − − 239,562 − 239,562
当 期 末 残 高 1,474,633 1,707,937 12,222,418 △4,416 15,400,572

（単位：千円）
その他の包括利益累計額

非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 442,366 75,500 79,352 597,218 431,692 16,189,921
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △145,174
親会社株主に帰属
する当期純利益 384,736

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △42,618 23,788 94,947 76,117 78,076 154,194

当 期 変 動 額 合 計 △42,618 23,788 94,947 76,117 78,076 393,756
当 期 末 残 高 399,747 99,288 174,300 673,336 509,768 16,583,678
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ５社
主要な連結子会社の名称 九州ベストフーズ株式会社

関西ベストフーズ株式会社
株式会社機能性ペプチド研究所
株式会社爽健亭
JAPAN BEST FOODS COMPANY LIMITED

主要な非連結子会社の名称等 該当事項はありません。
（2）持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社数 １社
主要な会社等の名称 日東アリマン株式会社
持分法を適用しない非連結 該当事項はありません。
子会社及び関連会社の名称等

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社５社のうち、JAPAN BEST FOODS COMPANY LIMITEDの決算日は12月

31日でありますが、決算日の差異が３ヶ月を超えていないため、本連結計算書類の作成に
あたっては、同日現在の財務諸表を使用しております。なお、連結決算日との差異期間にお
ける重要な取引が生じた場合には、連結上必要な調整を行っております。
連結子会社５社のうち、下記４社の決算日は、連結決算日と一致しております。
九州ベストフーズ株式会社
関西ベストフーズ株式会社
株式会社機能性ペプチド研究所
株式会社爽健亭

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有 価 証 券
満期保有目的の債券 償却原価法
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そ の 他 有 価 証 券
市場価格のない株式等以
外のもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
棚 卸 資 産
製品・原材料・仕掛品 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物
附属設備を除く）並びに機械及び装置、2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法によっております。
また、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に
基づく定額法によっております。

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。

リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする
定額法によっております。
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③ 重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については、貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に債権の回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に
基づき計上しております。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 役員及び執行役員への退職慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上し
ております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
退 職 給 付 見 込 額
の 期 間 帰 属 方 法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当
期までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。

過 去 勤 務 費 用 及 び
数 理 計 算 上 の 差 異
の 費 用 処 理 方 法

過去勤務費用については、その発生時に費用処理し
ており、数理計算上の差異については、各連結会計
年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10年）による定額法により按分し
た金額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算
日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上
しております。

⑥ 収益及び費用の計上基準
商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との

販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務
は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を
獲得して充足されると判断しております。なお、企業会計基準適用指針第30号「収益認
識に関する会計基準の適用指針」第98項における代替的な取扱い(出荷基準等の取扱い)
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を適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が
顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識して
おります。また、収益は顧客との契約において約束された対価から、リベート及び値引
き等を控除した金額で測定しております。
当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しており

ます。

２．会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月
28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用してお
ります。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022
年改正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。）第65−２項(2)
ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による
連結計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係

る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
（1）連結子会社JAPAN BEST FOODS COMPANY LIMITED（以下「JBF社」）が保有する

固定資産の減損
・当連結会計年度末の固定資産帳簿価額 808,082千円
・会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定
JBF社は国際会計基準を適用しており、固定資産に関しては、資産グループに減損の兆候

が存在し、回収可能価額が帳簿価額を下回ると判断される場合に、減損損失が認識されま
す。JBF社は減損の兆候の判定にあたり、JBF社の経営者が作成した事業計画を基礎とした
長期的な計画（以下「長期計画」という。）に基づき行っています。長期計画においては、
売上高の予測が重要となりますが、そのための主要な仮定は、JBF社の商品の販売数量、主
要得意先の店舗数、コンビニエンスストア市場の成長率等を基礎としております。
当連結会計年度の実績と長期計画との間に著しい乖離がないことから、減損の兆候はない
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と判断しています。
② 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
減損の兆候の把握、回収可能価額の測定にあたって、事業計画や市場環境の変化等により

前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、将来の損益に影響を及ぼす可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
（1）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）有形固定資産の減価償却累計額 36,444,750千円
（3）担保に供している資産

建 物 3,989,711千円
機械及び装置 1,259,679千円
土 地 2,043,750千円

計 7,293,141千円
担保に係る債務
短 期 借 入 金 3,375,250千円
一年以内返済長期借入金 1,400,114千円
長 期 借 入 金 3,245,066千円

計 8,020,430千円

５．連結損益計算書に関する注記
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当 連 結 会 計 年 度
期首の株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末の株式数（株）

普 通 株 式 12,102,660 ― ― 12,102,660

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2024 年 ６ 月 25 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 145,174 12.00 2024年

３月31日
2024年
６月26日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

決議予定 株式の種類 配当金の
原 資

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2025 年 ６ 月 25 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 145,174 12.00 2025年

３月31日
2025年
６月26日
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７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金調達については銀行等金融機関からの借入により行い、また、資金
運用については短期的な預金等の安全性の高い金融資産で行う方針であります。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクについては、販売管理規程に沿ってリスク低

減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、定期的に時価の把握を行
っております。
借入金の使途については、運転資金及び設備投資資金であり、長期借入金は固定金利にす

ることで支払金利の変動リスクを回避しております。
（2）金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計 上 額（＊） 時 価（＊） 差 額

① 投資有価証券
その他有価証券 1,582,637 1,582,637 −

② 長期借入金 （6,016,491） （5,896,034） △120,456

（＊） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注1）「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「支払手形及び買掛金」「電子記録債務」「短期
借入金」「未払金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注2）その他有価証券について、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資
信託の基準価額を時価とみなしており、当該投資信託が含まれております。

（注3）市場価格のない株式等は、「①投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品
の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 1,942,067
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（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 1,302,474 − − 1,302,474
社債 − 80,609 − 80,609

資産計 1,302,474 80,609 − 1,383,083
（注）一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価とみなす
投資信託については含めておりません。当該投資信託の連結貸借対照表計上額は199,554千円
であります。

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 − 5,896,034 − 5,896,034

負債計 − 5,896,034 − 5,896,034
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市
場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベ
ル２の時価に分類しております。
長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を一定の期間ごとに分類し、将来キャッシュ・フロー
を国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
合計

製品
冷凍食品部門 43,007,924
日配食品部門 9,419,678
缶詰部門 1,206,491
その他製造部門 492,980
その他 1,733,326
顧客との契約から生じる収益 55,860,401
その他の収益 −
外部顧客への売上高 55,860,401

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の「１．連結

計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関する事項⑥
収益及び費用の計上基準」に記載している内容と同一のため、記載を省略しております。
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９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,328円66銭
（2）１株当たり当期純利益 31円80銭
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株主資本等変動計算書
（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 1,474,633 1,707,937 1,707,937
当 期 変 動 額
当 期 変 動 額 合 計 − − −
当 期 末 残 高 1,474,633 1,707,937 1,707,937

（単位：千円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金
自 己 株 式 株主資本合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計別途積立金 繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 229,070 5,487,100 4,436,562 10,152,732 △4,416 13,330,887
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △145,174 △145,174 △145,174
当 期 純 利 益 362,715 362,715 362,715

当 期 変 動 額 合 計 − − 217,540 217,540 − 217,540
当 期 末 残 高 229,070 5,487,100 4,654,103 10,370,273 △4,416 13,548,427

（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 426,503 426,503 13,757,391
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △145,174
当 期 純 利 益 362,715
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △37,071 △37,071 △37,071

当 期 変 動 額 合 計 △37,071 △37,071 180,469
当 期 末 残 高 389,432 389,432 13,937,860
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法
子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
市場価格のない株式等
以外のもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却
原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品・原材料・仕掛品 総平均法による原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

（3）固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附
属設備を除く）並びに機械及び装置、2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法によっております。

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社
内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ
っております。

リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定
額法によっております。

2025年05月19日 15時34分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 20 ―

（4）引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については、貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に債権の回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に基
づき計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
事業年度末において発生していると認められる額を計
上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職
給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。な
お、過去勤務費用については、その発生時に費用処理
しており、数理計算上の差異については、各事業年度
の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した金額
を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており
ます。
なお、当事業年度において認識すべき年金資産が、退
職給付債務から数理計算上の差異等を控除した額を超
過する場合には、前払年金費用として投資その他の資
産に計上しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸
借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なりま
す。

役員退職慰労引当金 役員及び執行役員への退職慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく事業年度末要支給額を計上しており
ます。
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（5）収益及び費用の計上基準
商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販

売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、
商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得し
て充足されると判断しております。なお、企業会計基準適用指針第30号「収益認識に関す
る会計基準の適用指針」第98項における代替的な取扱い(出荷基準等の取扱い)を適用し、
商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転さ
れる時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。ま
た、収益は顧客との契約において約束された対価から、リベート及び値引き等を控除した
金額で測定しております。
当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しておりま

す。

２．会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月
28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しておりま
す。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-3項ただし書き
に定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類へ
の影響はありません。
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３．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業

年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
（1）その他の関係会社有価証券の評価
・当事業年度末のその他の関係会社有価証券帳簿価額 639,030千円
・会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定
当社は、JAPAN BEST FOODS COMPANY LIMITED(以下「JBF社」という。)の財務

諸表を基礎とした持分純資産額を実質価額として、当該実質価額とJBF社に対する出資金の
取得原価とを比較し、減損処理の要否を判定しております。
② 翌事業年度の計算書類に与える影響
関係会社の事業計画や市場環境等の変化等により実質価額の回復可能性が認められなくな

った場合、将来の損益に影響を及ぼす可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
（1）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 1,944,347千円
長期金銭債権 ―千円
短期金銭債務 1,051,821千円
長期金銭債務 1,134千円

（3）有形固定資産の減価償却累計額 35,446,969千円
（4）担保に供している資産

建 物 3,989,711千円
機械及び装置 1,259,679千円
土 地 2,043,750千円

計 7,293,141千円
担保に係る債務
短 期 借 入 金 3,375,250千円
一年以内返済長期借入金 1,400,114千円
長 期 借 入 金 3,245,066千円

計 8,020,430千円
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（5）保証債務
次の子会社について、銀行からの借入に対し債務保証を行っております。
JAPAN BEST FOODS COMPANY LIMITED 39,238千円（6,650百万ベトナムドン）

上記の外貨建保証債務は、決算日の為替相場により円換算しております。

５．損益計算書に関する注記
（1）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）関係会社との取引高

売 上 高 628,020千円
その他の営業取引高 7,345,391千円
営業取引以外の取引高 215,976千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首

の株式数（株）
当事業年度増加
株 式 数（株）

当事業年度減少
株 式 数（株）

当事業年度末の
株 式 数（株）

普 通 株 式 4,787 ― ― 4,787

７．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金 397,118千円
賞与引当金 124,320千円
貸倒引当金 36,259千円
役員退職慰労引当金 37,594千円
その他 115,034千円

繰延税金資産小計 710,327千円
評価性引当額 △104,402千円
繰延税金資産合計 605,925千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △161,574千円

繰延税金負債合計 △161,574千円
繰延税金資産の純額 444,350千円
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（2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会
で成立し、2026年４月１日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われ
ることになりました。
これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等
に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.4%から31.3%に変更
し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が
11,574千円増加し、法人税等調整額が11,574千円減少しております。

８．関連当事者との取引に関する注記
子会社

名 称 議決権等の
所 有 割 合

関 係 内 容
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員の兼任等 事業上の関係

㈱ 爽 健 亭 100％ 兼任２名 製品・半製品・材料売上
及び商品仕入

売 上 高 193,256千円 売 掛 金 1,068,437千円

商品仕入高 ―千円 買 掛 金 537,803千円

（注）取引条件及び取引条件の決定条件
取引価格については、原価及び市場価格を勘案し交渉のうえ決定しております。

９．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の「７.収益

認識に関する注記（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」に記
載している内容と同一のため、記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,152円09銭
（2）１株当たり当期純利益 29円98銭
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